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１２３

４５

６

現
在
ま
で
の
交
渉
経
緯

１
９
９
５
年
１
月
、
ガ
ッ
ト
・

ウ
ル
グ
ァ
イ
・
ラ
ウ
ン
ド
（
Ｇ

Ａ
Ｔ
Ｔ
多
角
的
貿
易
交
渉
）
か

ら
発
展
的
に
世
界
の
貿
易
秩
序

の
構
築
を
め
ざ
し
、
世
界
貿
易

機

関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
が

発

足

し

た
。
目
的
は
農
産
物
の
関
税
引

下
げ
や
輸
入
規
制
の
緩
和
及
び

市
場
参
入
機
会
の
拡
大
を
交
渉

の
中
心
に
据
え
て
性
急
な
目
標

達
成
を
求
め
る
米
国
と
農
業
サ

ー
ビ
ス
に
限
ら
ず
包
括
的
な
交

渉
を
求
め
る
わ
が
国
や
Ｅ
Ｕ
、

ま
た
、
先
進
国
主
導
の
市
場
開

放
に
疑
念
を
抱
く
発
展
途
上
国

の
思
惑
が
交
錯
し
、
当
初
２
０

０
０
年
に
始
ま
る
予
定
だ
っ
た

Ｗ
Ｔ
Ｏ
多
角
的
貿
易
自
由
化
交

渉
は
議
論
沸
騰
、
１
９
９
９
年

１１
月
の
シ
ア
ト
ル
会
議
と
２
０

０
３
年
９
月
の
メ
キ
シ
コ
閣
僚

会
議
が
２
回
決
裂
し
た
。

昨
年
１２
月
は
４
回
目
。
Ｗ
Ｔ

Ｏ
に
加
盟
す
る
１
４
９
カ
国
の

関
係
閣
僚
会
議
が
香
港
で
開
催

さ
れ
た
（
２
２
０
名
）
。

わ
が
国
農
業
の
基
本
的
考
え
方

各
国
ご
と
に
異
な
る
生
産
条

件
の
中
で
農
業
の
存
立
基
盤
が

継
続
で
き
る
よ
う
「
多
様
な
農

業
の
共
存
」
を
基
本
理
念
と
し

て
、
食
料
安
全
保
障
や
国
土
保

全
機
能
な
ど
農
業
の
多
面
的
機

能
を
含
む
非
貿
易
的
関
心
事
項

な
ど
に
配
慮
し
、
各
国
の
農
政

改
革
の
継
続
が
可
能
と
な
る
よ

う
な
、
現
実
的
貿
易
ル
ー
ル
の

確
立
を
め
ざ
す
、
今
次
の
会
議

を
「
開
発
ラ
ウ
ン
ド
」
と
位
置

づ
け
る
。
そ
し
て
、
わ
が
国
と

同
じ
輸
入
国
の
Ｇ
１０
諸
国
と
の

連
携
と
結
束
を
強
化
す
る
。
中

川
農
相
は
「
守
る
べ
き
も
の
は

護
り
、
譲
る
べ
き
も
の
は
譲

る
。
」
と
開
会
に
際
し
発
言
し

た
。

日
本
農
業
の
提
案
と
都
市
問
題

最
大
の
焦
点
で
あ
る
農
業
分

野
は
、
関
税
引
下
げ
方
式
で
市

場
開
放
を
求
め
る
、
米
国
、
ブ

ラ
ジ
ル
と
緩
や
か
な
自
由
化
を

主
張
す
る
日
本
、
Ｅ
Ｕ
が
対
立

す
る
。

日
本
農
業
に
と
っ
て
最
も
重

要
な
市
場
ア
ク
セ
ス
問
題
は
、

○イ
上
限
関
税
導
入
と
○ロ
重
要
品

目
（
コ
メ
等
）
の
扱
い
で
あ
る
。

○イ
上
限
関
税
は
昨
年
７
月
の

枠
組
み
合
意
で
は
「
そ
の
役
割

を
さ
ら
に
評
価
し
た
上
で
、
そ

の
是
非
を
検
討
」
と
な
っ
て
い

た
。
農
業
生
産
の
条
件
は
国
に

よ
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
異
な
り
、
一

律
的
に
上
限
関
税
を
導
入
す
る

の
は
生
産
の
違
い
を
無
視
す
る

も
の
で
、
お
互
い
に
認
め
合
い

共
存
で
き
る
貿
易
ル
ー
ル
が
不

可
欠
。
上
限
関
税
で
被
害
を
受

け
る
の
は
輸
入
国
ば
か
り
で
、

提
案
の
輸
出
国
に
何
の
痛
み
も

な
い
。
わ
が
国
を
始
め
Ｇ
１０
の

主
張
通
り
断
固
拒
否
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

○ロ
重
要
品
目
に
つ
い
て
は
、

本
来
、
一
般
品
目
と
異
な
る
扱

い
を
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る

が
、
米
国
は
重
要
品
目
ま
で
上

限
関
税
を
導
入
す
る
と
し
て
い

る
が
、
明
ら
か
に
枠
組
み
合
意

か
ら
逸
脱
す
る
も
の
で
許
さ
れ

な
い
。
上
限
関
税
に
反
対
し
て

い
る
国
は
、
日
本
な
ど
食
料
輸

入
国
（
Ｇ
１０
）
だ
け
で
な
く
、

５５
カ
国
構
成
の
ア
フ
リ
カ
、
カ

リ
ブ
、
太
平
洋
諸
国
グ
ル
ー
プ

（
Ａ
Ｃ
Ｐ
）
も
反
対
し
て

い

る
。
Ａ
Ｃ
Ｐ
の
多
く
が
一
人
当

た
り
国
民
総
生
産
（
Ｇ
Ｎ
Ｐ
）

が
７
５
０
ド
ル
未
満
の
後
発
発

展

途

上

国
（
Ｌ
Ｄ
Ｃ
）
で

あ

る
。
わ
が
国
は
Ｌ
Ｄ
Ｃ
の
貿
易

活
性
化
に
向
け
て
、
今
後
３
年

間
に
１
０
０
億
ド
ル
の
政
府
開

発
援
助
（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）
を
表
明
し

た
。

（
ニ
）
わ
が
国
の
都
市
農
業

（
イ
）
税
制

昭
和
５７
年
に
創
設
さ
れ
た
長

期
営
農
継
続
農
地
制
度
が
、
わ

ず
か
１０
年
で
廃
止
さ
れ
た
。
東

京
の
農
業
者
は
、
改
正
生
産
緑

地
法
に
乗
っ
て
「
保
全
す
べ
き

農
地
」
か
「
宅
地
化
す
べ
き
農

地
」
の
選
択
を
迫
ら
れ
た
。
平

成
３
年
１
月
１
日
（
一
）
三
大

都
市
圏
特
定
市
市
街
化
区
域
内

農
地
は
、
固
定
資
産
税
・
都
市

計
画
税
が
宅
地
並
み
課
税
。
生

産
緑
地
は
農
地
課
税
。（
二
）

町
村
の
市
街
化
区
域
内
農
地
は

農
地
課
税
。（
三
）
調
整
区
域

は
、
農
地
課
税
。
平
成
４
年
１

月
１
日
以
降
の
相
続
税
納
税
猶

予
制
度
の
適
用
は
（
一
）
の
場

合
は
�
生
産
緑
地
の
み
適
用
さ

れ
る
�
２０
年
経
過
後
の
免
除
が

で
き
ず
次
の
相
続
で
免
除
�
生

産
緑
地
の
買
取
申
出
で
期
限
確

定
。（
二
）
の

場

合

は
�
今

ま

で
の
相
続
税
納
税
猶
予
制
度
が

適
用
さ
れ
る
。
�
２０
年
の
免
除

が

で

き

る
。（
三
）
は
（
二
）

と
同
じ
。
し
か
し
、
猶
予
の
期

間
中
に
特
例
農
地
の
２
割
以
上

を
農
業
施
設
以
外
に
転
用
、
譲

渡
、
貸
借
し
た
場
合
、
農
業
を

廃
止
し
た
場
合
、
不
耕
作
地
に

な
っ
た
場
合
、
増
担
保
要
求
に

応
え
な
か
っ
た
場
合
は
猶
予
が

取
り
消
さ
れ
、
全
額
と
利
子
税

を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
更
に
３
年
ご
と
の
農
業
経

営
の
継
続
届
け
出
が
義
務
づ
け

ら
れ
た
。

（
ロ
）
多
面
的
機
能

都
市
農
業
は
、
昭
和
４３
年
の

新
都
市
計
画
法
に
よ
る
線
引
き

以
後
そ
の
性
格
が
大
き
く
変
わ

っ
て
き
た
、
特
に
平
成
１１
年
の

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
の

第
３６
条
２
項
に
都
市
及
び
そ
の

周
辺
の
農
業
が
始
め
て
都
市
農

業
と
し
て
定
義
さ
れ
た
。
こ
れ

は
、
東
京
の
農
業
団
体
の
積
年

の
強
い
政
治
運
動
の
成
果
で
あ

り
、
筆
者
も
東
京
都
農
業
会
議

会
長
と
し
て
運
動
の
一
端
を
担

っ
た
。
ま
た
、
東
京
都
面
積
２

１
０
２
�
の
う
ち
緑
率
は
６２
・

５
％
（
農
地
は
６
％
）
で
都
市

農
業
が
果
た
し
て
い
る
機
能
・

役
割
、
い
わ
ゆ
る
「
多
面
的
機

能
」
は
ヒ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
、

防
災
面
か
ら
２１
世
紀
の
環
境
の

時
代
と
い
わ
れ
、
極
め
て
重
要

で
あ
る
。
農
地
の
保
存
農
業
の

存
続
が
１
２
０
０
万
都
民
か
ら

強
く
要
望
さ
れ
て
い
る
。
食
糧

自
給
率
の
向
上
を
実
現
す
る
一

翼
を
担
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。

農
業
団
体
の
交
渉
経
過

日
本
の
農
業
団
体
は
、
米

国
、
Ｅ
Ｕ
を
始
め
各
国
の
農
業

団
体
と
積
極
的
に
協
議
し
た
。

私
は
、
○イ
豪
州
農
業
者
連
盟
ピ

ー
タ
ー
コ
リ
ッ
シ
ュ
会
長
に
対

し
、
貴
国
の
輸
出
補
助
金
の
撤

廃
を
伴
う
モ
ダ
リ
テ
ィ
の
確
立

は
如
何
か
、
○ロ
米
国
の
ビ
ュ
ー

ロ
ー
農
業
会
ボ
ム
ス
テ
ー
ル
マ

ン
会
長
に
対
し
、
貴
国
は
世
界

に
安
い
農
産
物
を
提
供
し
て
い

る
と
い
う
が
、
多
額
の
農
業
補

助
金
は
貿
易
均
衡
を
失
す
る
が

如
何
か
と
質
問
し
た
。
こ
れ
に

対
す
る
○イ
の
回
答
は
、
７０
％
輸

出
な
の
で
削
減
は
豪
州
を
破
壊

す
る
、
○ロ
の
回
答
は
な
か
っ

た
。更

に
日
本
、
ス
イ
ス
な
ど
食

料
輸
入
国
の
Ｇ
１０
の
農
業
団
体

は
、
途
上
国
グ
ル
ー
プ
の
Ｇ
３３

や
ア
フ
リ
カ

の
Ａ
Ｃ
Ｐ
、
Ｅ

Ｕ
、
米
国
、
イ
ン
ド
、
カ
ナ
ダ

の
有
力
農
業
団
体
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
農

業
交
渉
に
関
す
る
協
議
を
重
ね

共
同
宣
言
を
採
択
し
た
（
１
２

８
カ
国
）
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
の
８６

％
を
占
め
る
。
共
同
宣
言
は

「
現
在
の
農
業
交
渉
は
大
多
数

の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
加
盟
国
の
声
を
反

映
し
て
い
な
い
」
と
強
調
。

香
港
の
閣
僚
宣
言

（
収
斂
と
合
意
）

最
終
日
、
閣
僚
宣
言
が
採
択

さ
れ
た
。
以
下
要
旨
。

�
す
べ
て
の
関
税
を
一
定
以
下

に
抑
え
る
。
上
限
関
税
の
考

え
方
は
記
載
な
し
。

�
重
要
品
目
（
コ
メ
等
）
の
扱

い
は
、
関
連
す
る
す
べ
て
の

要
素
を
考
慮
に
入
れ
て
合
意

す
る
必
要
性
を
認
識
。
こ
れ

に
よ
り
関
税
割
当
の
運
用

は
、
消
費
量
の
変
化
や
ス
ラ

イ
ド
方
式
な
ど
柔
軟
性
を
確

保
で
き
る
余
地
が
で
き
た
。

�
２
０
０
６
年
中
の
新
多
角
的

貿
易
交
渉
（
ド
ー
ハ
・
ラ
ウ

ン
ド
）
終
結
に
向
け
、
２
０

０
４
年
８
月
の
枠
組
み
合
意

以
降
こ
れ
ま
で
収
斂
の
見
ら

れ
た
事
項
を
中
心
に
交
渉
の

現
状
を
と
り
ま
と
め
た
。

�
農
業
に
関
し
て
は
、
す
べ
て

の
形
態
の
輸
出
補
助
金
は
２

０
１
３
年
ま
で
に
撤
廃
。
総

合
Ａ
Ｍ
Ｓ
及
び
貿
易
歪
曲
国

内
支
持
全
体
の
３
階
層
に
よ

る
定
率
減
税
、
階
層
方
式
に

よ
る
関
税
削
減
は
４
階
層
の

方
式
に
合
意
。

�
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
２

０
０
６
年
４
月
３０
日
ま
で
の

モ
ダ
リ
テ
ィ
確
立
、
７
月
３１

日
ま
で
の
譲
許
表
案
提
出
の

合
意
。

�
綿
花
は
、
先
進
国
の
輸
出
補

助
金
の
２
０
０
６
年
ま
で
の

撤
廃
、
Ｌ
Ｄ
Ｃ
の
無
税
無
枠

の
供
与
、
一
般
品
目
よ
り
も

野
心
的
な
貿
易
歪
曲
的
国
内

支
持
の
削
減
に
合
意
。

�
Ｌ
Ｄ
Ｃ
の
無
税
無
枠
に
関
し

て
は
、
す
べ
て
の
Ｌ
Ｄ
Ｃ
の

原
産
で
あ
る
す
べ
て
の
産
品

に
つ
い
て
、
２
０
０
８
年
ま

で
に
又
は
遅
く
と
も
実
施
期

間
の
始
ま
り
ま
で
に
９７
％
以

上
の
産
品
に
対
し
無
税
無
枠

を
供
与
す
る
こ
と
に
合
意
。

今
後
の
見
通
し

香
港
閣
僚
会
議
以
降
我
が

国
、
Ｅ
Ｕ
、
米
国
、
ブ
ラ
ジ
ル
、

イ
ン
ド
等
の
主
要
国
間
で
農
業

の
市
場
ア
ク
セ
ス
、
農
業
の
国

内
支
持
、
非
農
産
品
市
場
ア
ク

セ
ス
の
野
心
の
水
準
と
バ
ラ
ン

ス
に
つ
い
て
、
こ
れ
の
打
開
策

の
検
討
を
行
っ
て
き
た
。

６
月
２９
日
よ
り
７
月
１
日
ま

で
、
ス
イ
ス
の
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
で

各
国
閣
僚
会
議
が
開
催
さ
れ

た
。
焦
点
は
輸
出
国
の
米
国
が

巨
額
の
農
業
補
助
金
の
削
減
を

す
る
か
否
か
で
あ
っ
た
が
、
交

渉
の
前
進
が
な
か
っ
た
。
引
き

続
き
、
本
年
１２
月
末
迄
の
交
渉

終
結
を
目
指
し
て
、
７
月
５
日

来
日
の
ラ
ミ
ー
事
務
局
長
が
調

整
役
と
な
り
、
各
国
と
協
議
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
モ
ダ
リ
テ

ィ
確
立
を
促
進
す
る
こ
と
と
な

っ
た
が
、
米
国
次
第
で
交
渉
の

凍
結
が
懸
念
さ
れ
る
。

【
参
考
資
料
】

Ｗ
Ｔ
Ｏ
会
議
の
農
林
水
産
省
資

料

・
新
た
な
食
料
・
農
業
・
農
村

基
本
計
画
関
係
集
（
平
成
１７

年
３
月
２５
日
閣
議
決
定
）

・
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣
僚
級
会
合
の
概
要

報
告
書

・
都
市
農
業
入
門
（
農
か
ら
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
）
深
澤

司
著

世
界
貿
易
機
関（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）の
日
本
農
業
の
提
言

香
港
会
議
に
参
加
し
て

【八王子】

波多野重雄
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